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｢新潟県中越大震災｣は､平成 16年 10月23日午後 5時56分に､新潟県央の川
口町 ･山古志村 ･長岡市を中心に発生した｡この地震は､兵庫県南部地震以来の震度
7を川口町が記録すると言う未曾有の地震で､中越地方の広域な地域に渡って人々に
甚大な被害をもたらした｡ 生活基盤となる上下水道 ･電気 ･ガスや道路 ･鉄道等のイ
ンフラの被害とともに､住宅の倒壊 ･半壊の被害が広範囲に起こり､避難した地域住
民は10万人にも及んだ｡
与の地震直後には (社)新潟県建築喪計事務所協会や (社)新潟県建築士会に所属
する建築士達が協力して応急度判定を行う体制を迅速に立ち上げて､被災した住宅や
公共施設の判定作業に対応した｡この時の活動は､新潟県全体で住宅の全壊2,632棟､
半壊 7,709棟､一部損壊 77,369棟となる大きな被害にもかかわらず､死者数を40名
という最小に押しとどめる役割の一塊を担ったものと考えられる｡
被災後 1年半を経過し､最大の被害地である長岡市山古志では､集落全体の移転計
画が策定され､中越の地域全体でも住宅の改築と改修が行われている｡今回､震源か
ら離れていて被害を受けなかった住宅にあっても､自ら住む家の耐震診断と耐震補強
の検討は､急務の課題となっており､行政の既存の住宅に対する耐震性向上を支援す
る活動も始められている｡ 新潟県は日本国内で有数の豪雪地域であり､今回の ｢新潟
県中越大震災｣も積雪のある状態で起こっていたら､受けた被害はさらに倍化してい
ただろうと危倶されている｡ このようなことから､本報告書は､地域によって異なる
積雪条件等を考慮しながら､耐震診断の流れと補強方法､コストについて検討した結
果をまとめ1今後の耐震診断 ･耐震改修のガイドとしてまとめたものである｡
本報告書が､新潟県の木造住宅の未来を地震から守ることに大きく貢献し､これか
らも地域の住環境形成に貢献してゆくことを期待している｡
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公募による民間耐震改修工法
募集要項
住宅の耐震化の現状
誰でもできるわが家の耐震診断
J 検討の背景と目的
国土交通省の住宅 ･建築物の地震防災推進会議は､平成 17年6月の ｢住宅 ･建築物の
地震防災対策の推進のために｣の提言の中で､阪神 ･淡路大震災では地震による直接的
な死者数5,502人のうち約9割の4,831人が住宅､建築物の倒壊等によるものであったと
報告している｡ ＼｢
また､中央防災会議による今後発生が予測される大規模地震による被害として､東海
地震で死者数 9,200人､東南海 ･南海地震で死者数 17,800人､首都直下型地震で死者数
13,000人が想定されることから､地震による人的 ･経済的被害を低減するためには､住
宅 ･建築物の耐震化などの地震防災対策の充実が不可欠であるとしている｡
新潟県で平成 16年 10月23日夕刻に発生した ｢新潟県中越大震災｣では最大震度7を
記録し､住宅損壊約 12万棟､避難者約 10万人などの直接的な被害をもたらすとともに､
風評被害や上越新幹線の不通などにより､観光産業をはじめ県内全域に大きな経済的影
響を及ぼし､現在もその復旧 ･復興に向けた懸命の取り組みが続けられている｡
平成 18年2月に県が素案を示した今までの長期総合計画に代わる県政運営の基本計画
となる ｢新潟県 『夢おこし』政策プラン｣では､中越大震災後の 12年間をにらみ､｢将
来に希望の持てる魅力ある新潟県の実現｣を基本理念とし､住宅 ･建築物の耐震化を促
進することが､雪に強い住宅の普及促進などとともに ｢くらし夢おこしプラン｣の中の
｢災害に強いふるさとづくり｣政策の一つとして位置づけられている｡
このような背景から､本報告書は､仝国有数の豪雪地である新潟県の実情を踏まえ､
耐震改修の進め方や工法を検討する際の課題や留意すべき事柄を整理し､耐震改修の推
進に資することを目的とする｡
ここでは､雪国の木造住宅を想定したモデルプランの耐震診断から補強設計､概算工
事費の算出等を行うなかで､積雪条件など複数のタイプを比較検討することにキり雪国
の実情に応じた耐震改修の工法について検討する｡
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日 新潟県の地勢 ･地質などの特性
1 地勢
新潟県は､日本海沿岸のほぼ中
央に位置し､朝日山地､飯豊山地､
越後山脈が東側に連なり､西側に
は西雷城山地及び白馬山地などが
そびえている｡
これらの山岳に源を発する信濃
川など数多くの河川が日本海にそ
そぎ､肥沃で平坦な越後平野や高
田平野などを形成している｡
気候 ･風土は､概ね阿賀野川を
境として､以南は北陸型､以北は
東北型に分けられる｡
面積は全国第 5位の広 さの
12,582k㌦で､土地利用状況 (辛
成 14年 10月)は森林が最も多く
68.7%を占め､次いで農用地が
14.3%､宅地が41%を占めてい
る｡
(土地利用の様子〉
水面･河川･水路371
1路341.肝JIO41
その他541
しき塑王司l
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箕料:土地利用状況調査
2 活断層
本県には､櫛形山脈
断層帯をはじめ数多く
の活断層が存在すると
されているO
また､国の地震調査
研究推進本部が､社会
的､経済的に大きな影
響を与えると考えられ
調査対象とした全国の
98活断層帯のうち､
県内には､櫛形山脈断
層帯､月岡断層帯､長
岡平野西縁断層帯､十
日町断層帯､六日町断
層帯及び高田平野断層
帯がある｡
《新潟県内の調査対象断層の位置図》
3 降雪
冬季の典型的な西高東低型の気圧配置により､シベリアから寒冷な季節風が日本海
を渡る｡日本海には暖流 (対馬海流)が北上しており､この季節風に大量の水蒸気を
供給することになるが､暖流は北上するにつれて水温が下がるため､水蒸気の供給量
は､東北や北海道に比べ新潟地方の方が多くなる｡
シベリアからの季節風は､新潟平野を超えると県境付近の山脈で行く手を遮られ､
山腹にある市町村に､より多量の雪を降らせる｡
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4 雪質
新潟県は､他の降雪地とは異なり1月の平均気温が高いことから､降雪直後の雪の
密度は70-90kg/m3と北海道や東北地方の50-80kg/m3に比べ､湿って重い雪質である｡
新潟県のように日中の気温上昇やEl射により気温が0℃を超える地方では､降り積も
った湿った雪の一部が融解し､次第に密度が高くなり､きめ細かく締まった ｢しまり
雪｣となる｡その後､積雪の内部に霜の結晶が成長し､粒径も大きくなり､密度がさ
らに上昇する｡
く降雪直後の雪密度)
新潟 北陸 .山陰 東北 北海道
抑 :`社'雪センタ- ｢北陸の雪2000｣8
5 積雪量等
(1)積雪量
県内の海岸部の新潟市と佐渡市 (旧相川町)､内陸平野部の上越市 (高田)､中
山間部の津南町の昭和44年度から平成16年度までの年降雪量の経年変化を見ると､
最も多い津南町では,最も少ない佐渡市 (旧相川町)に比べ約13倍も多く､19年
ぶりの豪雪と言われた平成16年には､約21倍の降雪量があった
(年降雪t)
2.500
?? ?
? ??
???
? ?? ? ???
?
S54 目元 Hll H16
--ー 新潟市 -■一 佐渡市(旧相川町) + 上越市(高田) 一一･一津南町
賛科 :新潟Ut良書Ag及び気温観測30年報
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(2)豪雪地帯と特別豪雪地帯
平成 17年 4月 1日現在､我が国では､国土面積の 50.83%が豪雪地帯､20.08%
(豪雪地帯のうちの39.0%)が特別豪雪地帯であり､豪雪地帯に総人口の16.1%､
特別豪雪地帯には2.8% (豪雪地帯のうちの 17.2%)が居住している｡
全域が豪雪地帯に指定されている新潟県においては､上 ･中越のほぼ全域と下越
の内陸部を中心に県土の約 7割が特別豪雪地帯に指定されており､県内の宅地の約
41%がその特別豪雪地帯にある
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川 新潟県の住宅事情
1 住宅事情
新潟県の総住宅数は平成 15年で
888,000戸で､総世帯数 791,900世帯よ
り96,100戸も上回っており､これは10
年前の 65,500戸に比べ約 1.5倍となっ
ている｡
平成 15年の住宅総戸数における所有
関係別内訳は､持ち家が約77%と最も
高く､全国で第6位となっている｡
住宅の広さをみると､平成 15年は 1
世帯あたり132.72m2で全国第5位とな
っており､全国的に東北､北陸の日本
海側に位置する県が上位を占めている｡
(全国の住宅延べ面稚 〔1住宅当たり)の状沢)
資料 :新潟県100の指数
(住宅総戸数に対する所有者関係別内訳〉
2%19ヽ / 匝 二亘 画
一101 2
2ゝ 全 国
5一 山エ
lil
資料 住宅･土地統計的査
(全国と新潟県の住宅延べ面書Jの推移 〔1世帯当たり〕)
125109 一一一日 - -.-/ { :H H H H '
.J 二一一'_I _H H H H H _____
一一~一一一一一一-‥--二L二二⊥-一二二jL T
8576
昭ホ】38 43年 桝 l53年 - 163年 平助 )0年 )5年
l- 一 生 JZ) 72.5273.86I77.叶 80.28185.9289.29
資料 :新潟県100の指数
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2 木造住宅ス トック
住宅総戸数に占める木造住宅比率をみる
と､年々若干の低下傾向が見られるものの､
平成 15年で約 86%と全国の約 61%に比べ
高い比率となっている｡
(住宅総戸数に占める木造の割合)
… / 直詞
3∈ ∋ -
貸料 :住宅 ･土地統計調査
年代別の住宅ストックをみると､住宅総戸数に占める昭和55年以前の木造住宅ス ト
ックは､平成 15年では全国の47%に比べ新潟県は48%とほぼ同じであるo
県内の平成 5年から 15年の 10年間における年代別の木造住宅ストックの推移をみ
ると､戦前から昭和 35年が 72%､昭和 36年から45年が 71%に減少しているのに対
し､昭和46年から55年のものは78%と減少幅が少ない｡
(平成 15年の全国と新潟県の建築時期別木造住宅のストック)
一oo,i90%8ヽ765432tt 29～ 29k llll~1-~｢ 糧 芸…誤 成2年
24% 23%
巨 ≡蓋…i=～=n:q=3=5=* .
lゝ 47%
l
資料 :住宅 ･土地統計調査
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(県内の平成15年における木造住宅ス トック割合 〔建築時期が昭和55年以前〕)
500000
4000003 ロ昭和36年～45年
＼ ■戦争前～昭和35年
- 平成15戸数 / 平成5戸数 =78%I
200000
100000 一一平成15戸数 / 平成5戸数 =71%
0 - 平成15戸数 /平成5戸数 =72,i
箕料 :住宅 .土地放言十調査
く県内の建築時期別木造住宅ストックの推移)
資料 :住宅 ･土地統計調査
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新潟県における昭和 54年から平成 16年までの5年毎の住宅着工戸数に占める木造
住宅の割合は､減少傾向にあるものの､全国に比べ高い比率となっている｡
木造住宅の構造種別をみると､平成 16年の木造住宅着工戸数のうち､在来工法が約
87.6%を占め､2×4工法の84%､プレハブ道の39%が続く｡
なお､平成 12年度までは､2×4工法に比べプレハブ道が多かったが､平成 13年
度以降は逆転している｡
(住宅*エ件数に占める木造の比率)
85%7,i 一 ､＼Y
65%54321ヽ
●ヽ→し _.i ･-●.一木達(全EZI)+ 非未達 (全EZH造 新潟gt)
f- -イ / ｢
※昭和54-62年の間は木造長屋住宅が含む｡ 賛料 :建築統計年朝
く新潟県の木造住宅書工戸数に占める在来軸組工法)
23.0001197,5ll l .2x41 ｡1レハブーL在州 細
J
l
※昭和54年から62年の間は木造長屋住宅を含むO
9ー-
資料 :建築統計年報
3 新潟県の地域風土に根ざした木造住宅
(1) 伝統的な住まいづくりと木組み ノ
多様な地形や気候に恵まれた本県においては､北は真束重し､南は武家屋敷特
有の床が高いものや東造りといった住宅様式を見ることができる｡
海岸沿いの出雲崎町は舟小屋兼用の海に向かった妻入りの住宅､内陸平野部は
牛馬と共に生活した中門造りの住宅が存在している｡
柏崎市荻ノ島地区に見られる環状型の集落は､生活の知恵から出た和の豊かさ
を見ることができる｡
① 伝統工法と在来工法の遣い
江戸時代以前から存在する日本古来の工法は ｢伝統工法｣と呼ばれ､現在の筋
かいを用いる ｢在来工法｣とは区別されている｡
伝統工法に用いられる二つの部材を水平 ･垂直 直角に組み合わせる接合法｢木 'ij､軍)/
組み｣は､木材だけの複雑な細工を必要とし､一度組んだら取り外しが出来ない
ものもあるなど､高度な技術である｡
② ｢貫工法｣と ｢差し｣
伝統的な貫工法を用いた住宅は､柱と柱の間に通常は桁まで24mm程度の厚さの
貫が 4- 5本入る｡ その貫は､取り付け位置によって下から順に､地貫､胴貫､
内法貫､天井貫と呼ばれる｡
また､鴨居上や廻り線上には､丈が 360- 450mm程度の ｢差し｣が室を囲うよ
うに入り､その上に管柱が乗って軸組が構成される｡
この工法は､柱と貫が ｢クサビ｣､柱と差しが ｢止め栓｣によって止められ､そ
の接合部が地震時に粘りを発揮し､元に戻ろうとする復元力が期待される｡
③ せがい造り
元々船大工の工法及び宮大工の工法 (天秤梁)しの一つと言われている｡
在来木造住宅に採用されたのは､渡り顎と天秤梁を組み合わせて生まれた工法
で､寺社建築の屋根の軒の出が大きいものに使われている｡
一方､農村部の桁上に造った蚕棚の構造も ｢せがい造り｣で､積雪地において
は軒先の積雪荷重を支えるため､大正時代から昭和の初期頃に建てられた町屋に
も多く取り入れられている｡
④ 中門造り
新潟県をはじめ東北地方に分布する曲家の一種で､県内には10種類の形の違っ
た中門造りの建築物が存在している｡
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(2) 現在の雪国の住まいづくり
① 屋根の克雪化
豪雪地帯での冬季の居住環境を確保するとともに､屋根雪処理の負担軽減と危
険防止のため､特別豪雪地帯を中心に､住宅屋根の融雪化や耐雪化､落雪化が進
んでいる｡
② 高床式住宅
昭和 30年代に普及し始めた住宅｡ノ基礎の高さを通常の45cmから180cm前後ま
で高 くし､冬季の積雪でも1階部分が雪に埋もれないように工夫したもので､県
内においては落雪式と併用 したものが多 く見受けられる｡なお､.雪国においては
1階床高を上げる住宅は､糸魚川市の山口家住宅など比較的古 くから存在 し'Tい
る｡
《克雪屋根の形状の種別と特徴≫
づ'dJI蔓い屋根材を用いて雪を自然に ギー､生活排熱を用いて屋根 えられるように住宅の構造を
★l菱滑り落す方式 雪を融かす方式 強くする方式
.(I萱(落雪 .堆雪スペ-スが必要)す す
tI_'AヒlJ: S餐+tミ:p∫√71-JI二.:､こ.～-蓬ランニングコストがかからなI.r: 融雪装置の設置費用及び電熱 鉄筋コンクリート造､木造の
蓋いJ(屋根材や塗喪等のメンテ 費等のランニングコスト､設 骨組強化のため建設費用が増
萱ナンスは必要) 備交換費用がかかる 大する
墓1階の居室が雪に埋もれて採 温水式等はボイラー (灯油) 屋根雪の荷重に耐えられるよ
∴蔓光が悪しー? の燃焼音が不快 う､壁や柱の位置､間取 りへ
奴, ､ri,
1'ニーこ7' ∴∵._1~IjlrFう洋三if▲㌧･∴'†tp_,)~三7Lt:巨3:
資料:雪国におけるバリアフリー 対策の推進による安全で快適な
都市生活の実現に関するモデル調査報告書
-HE
lV 新潟県内に被害を与えた地震
1 地震とその被害
県内に被害を与えた既往地震について､その被害状況､特徴等は次表のとおりで
ある｡
《慶 応 以 前》
863二7.10(貞観 5) 7.0 越中､越後 叫崩れ､民家倒壊､湧水あり､庄死者多数越後津波､死者あり
885.6.4(仁和 1) 越後
885.6.6(仁和 1) 越後
887.7.29(仁和 3). .越後､京都 -
87.82仁和 3 65 後 京都
938-943 (天慶 1-6) 越後 前後3回大地震 (発生年月日不明)蒲原郡の入海､陸地となる詳細不明,4月1日鎌倉関東に地震あり､関連あり? A
〔1092〕 (寛治 5). 越後
1093.12.7(寛治.7) 越後
1099｣5.3(康和 1)133 -長承 2 越中⊥越後､加賀能登 ■後
1257 (正嘉 1) 越後 -
1361.7.30(正平16)
1400 (明応 7)
1467 (文正 1)ノ
1502.1.28(文亀 1)
1517.7.18(永正14)
1585.12.20(天正13)
1594 (文禄 3)
1614.ll.26(慶長19)
1633.6.1ト(寛永10)
1666.2.1(寛文 5)
1669.6.3(寛文 9)
1670.6.22(寛文10)
1676.1.16(延宝 3)
1706.12.8(宝永 3)
1710.8.28(宝永 7)
1714 (正徳 4)
1719.5.7(享保 3)
寺泊の沖合大陥没
越後にては家屋の倒壊並びに死者あり
越後には倒壊家屋あり
越中の兵士600人海中に姿を消す
津波あり死者多し(発生年慶長18年 ?)
城被損､潰家多し､出火あり､死者1,500人
保倉団平山鳴動､山崩れ
※ 規模はマグニチュードを示す｡
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資料:新潟県地域防災計画
《慶 応 以 前》
発 生 年 月 日 規模 地 名 災 害 の 状 況
1751.5.20(宝暦 1)9 6 3､ 9)62 3 9 12 6.659 越後､越中三条 高田城破損､震災地を通じて死者2,000人領の全壊及び焼失家屋6,088､死者1,128.人土蔵壁亀裂 新潟強震､日光､有感
･1762.10.31(宝暦12)5 922 明和8 15 570 9. 71ll 4 03 6 安永4~.9 3 ノ 82 7_8 8 9天明 1∫6 8 6_ 0 寛政-80, . 享 6.6974 佐渡年波津軽､佐渡 津波あり､26戸流出､新潟地割れを生ずO.日光有感佐渡3郡全体で潰家1,150､焼失328､-死者19人.
1809.2.4(文化 7) 佐渡､江戸 倒壊家屋9,800､焼失1,200､死者1,400人
2 _ 文3 保 -447 5 弘化 越後三条､.長岡､亘､見附 与板江戸北海道函館､福山出羽 江戸は精強を伴う○潰家103､死者42人震災地を通じて潰家 4,.00､死者12,pOO0人
《明 治 以 降》
発 生 ■年 月 日 規模 地 ■ 一 名 災 害 の 状 況
※ 規模はマグニチュードを示す｡ 資料:新潟県地域防災計画
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? ?
発 生 年 月 日 規模 地 名 災 害 の 準 況
1904.5.8(明治37)5 123 8 6.15 6 六白町佐渡西方沖 南魚沼郡五十沢村付近で土蔵 .家屋の破損､落石､道路の亀裂から青砂を噴出､城即 すで瓦の塵落 .障壁の亀裂､墓石の転倒あり震域は能登､長野に及ぶ
1905.,7.23(明治38) 5 . 2 安塚町 壁に亀裂
1910..5.26(明治43)1 9 5 4 _ 6 .36~-新潟 .長野県境■佐渡沖 東頚城郡大島村菖蒲及び菱里村須川が最も強く､石垣の破損､地面の亀裂ありー強震域は佐渡南部､越後海岸
1914.ll.15(大正 3) 5.7 高田付近 壁に亀裂､屋根石落下
1927.10.27(昭和 2)33 4 84ウ 41 2 - 5.2617 三島郡直中由西頚城郡能生谷 三島郡関原､日吉､宮本各村で道路損壊､家屋倒壊等の被害あり (関原地震)北魚沼川口1堀之内､田麦山各村､屋根石落下､壁に亀裂能生谷村で か月後､山崩れ起こる
1990.12.7(平成 2) 5.4 刈羽郡高柳町付近 道路の陥没､家屋の壁面亀裂 ′
1992.12.27(平成 4)3 ｣ 壌 5 4.566 中魚沼郡津南町付 小 .中学校の体育館天井落下､家屋の壁面や能登半島沖 ~負傷1人､落石､_崩土
2001.1.4(平成13) 負傷2人､家犀一部破損192､文数施設27
2004.10.23(平成16)5 6 0 7 死者51人∴負傷者4,795人､住家全壊3,185､住
山古志等)A中越地方 (長岡､柏崎等)等) 家半壊13,725､通路網寸断､河道閉塞､各地で土砂災害多発 上越新幹線脱線 (新潟県中越大震災)負傷者 人､住家一部損壊5
※ 規模はマグニチュードを示すo 資料:新潟県地域防災計画
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2 過去の積雪期の地震災害
新潟県の既往地震中､積雪期に発生し､大 きな被害を与えたものには次の二つがあ
る｡
(1)1666年 (寛文5年)の地震
資料 :新潟県地域防災計画
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(2)長岡地震
発生年月日 1961(昭和36)年2月2日
震源 北緯37.5度 東経138.8度
規模 : マグニチュード5.2
発生時の積雪 - 170cm～200cm
被害状況 1
建物被害 √
人的被害
死者5人 負傷者30人 ノ
電力被害
電柱折損1 電柱傾斜6 電線切断454
被害の特徴 _I
地震の規模はそれ時ど大きくはをかつたが､直下型の地震であったため､.局坤的に
非常に大きな板書が発生し､震央付近の4集落では全壊率が50%を超えた○
積雪が地震に与えた影響 l
被災地付近の碍雪は1.ウm～2m位であったが､月 とんどの家が3-4回程度の雪下ろ
Lを行っており､屋根に残っていた雪は多くても30■～40cm位であった○従って積雪は
住家の被害を大きくした直接の原■因とはなっていな.いと考えられる○
′1-方､構造的に弱 く屋根雪の積雪も住家より多かつたと思われる作業所､物置等の
非住宅でば廼物被害が大きかつたといわれている○これらは､雪によって破壊が促進
されたi=めと考えられている○
また､.雪中に埋もれてい美石灯寵､こpiいぬ､墓石等の転倒はなく､これらは周囲
の積雪による保護の結果と考えられる○ 住家でも1階部分が積雪によって支えられてい
たため､完全倒壊を免れた例もあづたoしかし､これらの家屋は融雪に従って二倒壊
が進むこととなった○
以上に記述したように長岡地震はどちらかというと豪雪時に発生したものではなく､
資料 :新潟県地域防災計画
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《梼雪と過去の地震分布図》
??
O H地訳が
千料 '新.1大事71f地f災書センター 大木先生■固より
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∨ 住宅の耐震診断 ･補強に関する県民意識
住宅の耐震診断及び補強は､地震の被害から住民の生命と財産を守るために実施する
ものであるが､このことに対する県民意識について住宅需要実態調査(平成 15年 12月1
日実施)の結果から状況を把握する｡
1′耐震診断の理解度
県内の耐震診断の理解は､｢知っている｣とする世帯が45.4%と最も多く､次いで ｢知
らない｣が30.0%､｢よく知っている｣が3.3%である｡
広域連携圏別に耐震診断の理解についてみると､いずれの圏域でも ｢知っている｣
が40%を超え最も多く､次いで ｢知らない｣世帯が多い｡
《耐震診断の理解度≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
2 住宅の建築時期別の理解度
現在居住している住宅の建築時期別に､耐震診断の理解についてみると ｢昭和26年
～35年｣を除き､いずれの建築時期でも｢知っている｣が最も多く､｢昭和26年～35年｣
は ｢知らない｣が43.1%で最も多い｡また､｢知らない｣は､住宅の建築時期が古くな
るにしたがって多くなる傾向がある｡
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≪耐震診断の理解 〔現在居住 している住宅の建築時期別〕≫
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資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月 1日実施)
3 耐震診断の経験
平成15年12月1日現在における耐震診
断の経験については､｢経験あり｣がわ
ずか1%であった｡一方で自宅の安全性
に対する考えは､全県で ｢安全である十
が22.6%に対 し､｢安全でない｣が55.4
%と多い｡
《耐震診断の有無》
単位 :%
区 分 耐震診断の経験
経験あり 経験なし 不明
全県 1.0 77.4 21.6
下越広域連携圏 1.2 84.9 13.9
新潟広域連携圏 1.3 63.7 35.1
中越広域連携圏 0.6 84.0 15.3
魚沼広域連携圏 1.1 90.2 8.6
上越広域連携圏 0.7 82.0 17.■3
資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月1日実施)
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≪自宅の安全性に関する所有者の考え≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年 12月1日実施)
4 住まいの安全性の認識
全県で現在住んでいる住宅が安全である理由についてみると､｢施工業者等が安全と
いったから｣は39.5%で最も多い｡ついで､｢家が新しいから｣が23.3%である｡
広域連携圏別に､現在住んでいる住宅が安全である理由についてみると､新潟圏､
上越圏､中越圏では｢施工業者等が安全といったから｣が最も多い｡｢家が新しいから｣
についてみると',下越圏と新潟圏で200/Oを下回っている｡
≪自宅の安全性 〔全県･圏域別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成 15年 12月1日実施)
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現在居住している住宅の建築時期別に､現在住んでいる住宅が安全である理由につ
いてみると､建築された時期が｢～平成12年｣では､｢施工業者等が安全といったから｣
が多い傾向があるが､｢平成13年～｣は ｢家が新しいから｣が最も多い｡建築時期が新
しくなるにしたがって､｢家が新しいから｣が多くなる増傾向がある｡
《自宅の安全性 〔年代別〕≫
平成15年
平成14年
平成13年
平成12年
平成11年
平成 8年～10年
平成 3年～7年
昭和61年～平成2年
昭和56年-60年
昭和46年～55年
昭和36年～45年
昭和26年～35年
昭和25年以前
全県
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%
E3家が新しいから ロ施工業者等が安全といったから E)その他 国不明
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
5 安全対策に関する相談 ､
全県で現在居住している住宅の安全対策の相談相手についてみると､｢大工さんなど
工事をする人｣が43.4%で最も多い｡次いで､｢建築士｣が32.4%､｢行政の人｣が7.5
%である｡
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《住宅の安全対策の相談相手 〔現在居住している住宅の安全対策別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
6 耐震補強に支出可能な工事費
全県で耐震補強に可能な工事費についてみると､｢50万円未満｣が25.4%で最も多い｡
ついで､｢50-100万円未満｣が20.7%､｢100-200万円未満｣が14.5%である｡
《耐震補強可能な工事費 〔地域別〕≫
資料 :住宅需要実態調査 (平成15年 12月1日実施)
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広域連携圏別に､耐震補強に支出可能な工事費についてみると､下越圏､新潟圏､
中越圏では ｢50万円未満｣が最も多いが､魚沼圏､上越圏､佐渡圏では ｢50-100万円
未満｣がもっとも多い｡｢100万円以上｣についてみると､中越圏､魚沼圏､上越圏､
で20%を超えている｡
現在居住している住宅の建築時期別の耐震補強に支出可能を工事費では､住宅の建
築時期を問わず ｢50万円未満｣または ｢50-100万円未満｣が最も多い｡耐震改修工事
に ｢200-300万円未満｣支出可能な世帯に限ってみると､建築時期が古くなるにした
がって増える傾向がある｡
《耐震補強支出可能な工事費 〔現在居住している住宅の安全対策別〕≫
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資料 :住宅需要実態調査 (平成15年12月1日実施)
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VI モデル住宅による耐震診断と補強例
｡J
l 方針
雪国の実情に応じた住宅の耐震性について検討するため､降雪量の違いなど県内の
各地域の特徴的な条件を考慮して在来軸組工法によるモデル住宅を設定し､耐震診断
及びその診断にもとづく必要な補強量を算出して､耐震性の比較を行う｡
2 モデル住宅
モデル住宅の条件及びそのタイプを次のとおり設定する｡
(1) モデル住宅の条件
① 建築年 :昭和50年代前半
建築基準法における耐震基準が現行基準に改正される以前の建築のため､耐震
性能が現行基準を満たしていないことが想定され､また､際立った老朽化が進ん
でいないと考えられる築後30年程度の住宅とする｡
② 建築形態と規模 :約150m2
建物の形態は､一般的な2階建て住宅と豪雪地も,=多く見られる高床式住宅とする｡
建物の床面積は､魚沼 ･十日町及び上越圏域で146-162m2が多いことから150m2/
程度の規模とする｡ (高床部分の面積は除く)
③ 住宅平面の計画
新潟県内の各地で多く見られる和室二間続きに広縁のある間取りを採用する｡
また､2階は西側の外壁を1階二間続きの中間に配置する計画とする｡
④ 仕上げ等
屋根を鉄板葺きとし､外壁を角波鉄板とする ｢軽い建物｣として耐震診断及び
耐震補強計画を行う｡
なお､屋根を瓦葺き､外壁を土壁塗りとする ｢重い建物｣の耐震診断も行い､
住宅の仕上げ重量の違いによる耐震性の比較を行う｡
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(2) モデル住宅のタイプ
前項の諸条件を考慮 して､共通した平面プランによる以下に示す3タイプを設定
する｡
なお､屋根の設計積雪量は､冬季に屋根雪下ろしを行うことを前提に1.0mとし､
地ー震時の積雪荷重については､新潟県建築基準法施行細則に基づきその35%を見
込むこととする｡
《モデル住宅のタイプ≫
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モデル住 宅の紹 介
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m2 ･望
ll I B 120x120
=㊥- - ,20- 0
』 Aもかい 45x90 (片汝)
因 島かい 45x90 日lth)
仮定条件
･建設年度 昭和50年 (斬il書基準以前)
･敷地 平坦地の良好な地盤
･基礎 鉄扇コンクリー ト達の布基礎 (健全な状態)
･外部仕上 足根 -･カラー鉄板暮き
外壁 .･石膏ボード(ア)9下地角波カラー鉄板張り
･内部仕上 和重 床 兼板 (杉12 0mm)下地.t敷き
坐 石膏ボード(ア)7下軌 維経堂塗り
天井 和風化粧天井材竿操天井
洋室 床 化粧合板 (ア)12張り
壁 プリント合板張り
天井.化粧石千ボード(ア)9弓より
② 共通構造図
◆'1'T l■-'' ■… ' '■.t● : l二世 I J''4. I l'"i
?
?
?
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?
?
?? ??
･･- L - 工 - H IJ ,････
l 2階梁伏図 ./.O｡l
一 般 事 項
･ L･ 当障管柱 120x120
- 幸手== 下階桂 120×120
･♯ 通し撞 120xl20
･ 梁幅 120
･ 既存筋かいの取付 釘75 2本程度
･ 既存柱頭.柱脚部 ほぞ差し.釘打ち,かすがい等
･ 氏の仕様 (各階) 火打ち+荒板 (床仕様Ⅱ)
･ 既存if力壁の空強さ倍率の採用億
外壁 外面 石膏ボード(7) 9 (角浪鉄板下地材) 1 2
軸組 45X 90シ*'l (デフ●l) 金物無し 2 6 (5 2)
内面 il力要兼無し 0 0
3 8 (64)
内壁 両面 il力事兼無し 0 0
軸組 45X90:/*'l (r7●l) 金物無し 26 (52)
2 6 (52)
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3 耐震診断
ここでは､建築基準法及び新潟県建築基準法施行細則のほか､(財)日本建築防災協
･ 会による ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣に定める診断方法で行う｡
《参考≫｢耐震診断及び耐震改修の指針｣と ｢耐震診断方法｣
国では地震に対する安全上耐震関係規定に準する基準として､平成7年 12月25
日に ｢耐震診断及び耐震改修の指針｣(建設省告示第 2089号)を定め公表してい
る｡
指針では､木造の建築物又は木造と鉄骨造その他の構造とを併用する建築物の
木造の構造部分について､指針の定めに適合するほか､国が指針の一部又は全部
と同等以上の効力を有すると認める方法によって耐震診断を行うことができると
している｡
平成 17年7月5日現在､指針では 10の方法が認定され､そのうち､木造住宅
の耐震診断については､以下の2つがあり､在来軸組構法や伝統的構法､枠組壁
工法を対象とした ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣が､木造住宅の耐震診断 ･
改修)に一般的に用いられている｡
(1) 耐震診断の涜れ
耐震診断の一般的な流れは次のとおりである｡
まずは､住宅の所有者自らが ｢誰でもできるわが家の耐震診断｣により診断し､
耐震性の心配がある場合や詳しく診断したい場合は､専門家が ｢一般診断法｣や
｢精密診断法｣により診断する｡
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(耐東診断のフロ 例ー)
資料 :(財)日本建築防災協会 ｢木造住宅の軒某診断と補強方法｣
① 誰でもできるわが家の耐震診断
この診断法は､木造住宅の耐震診断 ･耐震改修を推進するため､専門家が行 う
耐震診断法でなく､誰もが簡単に行える診断法である｡
住宅の所有者等が､自ら診断することにより､耐震に関する意識の向上 ･知識
が習得できるように配慮されてお り､より専門的な診断に繋げられるように作成
されている｡
(診 一般診断法
この診断法は､図面及び目視により可能な範囲を調査 し､その結果をもとに耐
震補強の必要性の有無を判定するものである｡
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③ 精密診断法
この診断法は､より詳細な調査結果をもとに､補強の安否の最終判断や補強後
の耐震診断を行うものである｡
精密診断法には4種類あり､その 1つが壁耐力による保有耐力診断法で､木造
一建物の構造計算に代わるものとして一般に行われる壁量計算とほぼ同様のもので
ある｡ そのほか精密診断法には､保有水平耐力計算､限界耐力計算及び時刻歴応
答計算による方法があ′る｡
(2) 耐震診断の与条件
モデル住宅の耐震診断の与条件は､次のとおりとする｡
･耐震診断は一般診断法により行う｡ なお､｢耐力壁の配置による低減係数｣
の算出方法は 4分割法と偏心率法があり､建物の形状等により適切に判断す
る必要があるが､ここでは､それぞれの値の小さいものを採用する｡
･新潟県の地震地域係数 (Z)は0.9とする｡
･地盤は ｢普通十とし､地形は ｢平坦 ･普通｣とする｡
･地盤 ･基礎及び高床部分の改修 ･補強は対象外とする｡
･建物の経年劣化はないものとし､また､金物等の接合効果については劣化に
よる影響を受けていないものとする｡
≪評価≫
上部構造の評価は､各階 .各方向 (Ⅹ.Y)について､構造評点を次のとお
り算出し､その最小値を上部構造評点とする○
上部構造評点 鍔 爵莞
･上部構造評点は､次のとおり判定される○
上部構造評点 判 定
1.5以上 倒壊しない○
1.0以上～1.5未満 一応倒壊しない○
0.7以上～1.0未満 倒壊する可能性がある○
0.7未満 倒壊する可能性が高い
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(3) 診断の結果
モデル住宅の診断結果は､いずれの場合も必要な評点(1.0)を満たさず､補強が
必要となっている｡
(軽い建物 〔屋根 :カラー鉄板葺き､外壁 :角波カラー鉄板〕)
階 方向 評 点 ()内二配正による低減係数
TYPE-1 TYPE-2 TYPE-3
2階建棟雪Io.om 2倍建株雪I1.Orn 高床式2階建稚雪Jt1.Orn
4分割法 l偏心率法 4分軌去 l偏心率法 4分割法
3階 × 0.55 0.55
(1.0) (I.0)
Y 0_36 0_24
(0.75) (0.5)
2階 × 0.95 0.95 0.67 0.67 0.51 0.51
(1_0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0) (1.0)
Y 0.80 0.40 0.58 Q.29 0_48 0.32
(1_0) (0.5) (1.0) (0.5) (0.75) (0.5)
1階 × 0.81 0.81 0.62 0.62
(1.0) (1.0) (1.0) (1.0) RC連
Y 1_ー0 0.55 0_81 0.40
(重い建物 〔屋根 :瓦葺き､外壁 :土塗り壁〕)
階 方向 評 点 ()内:配正による低漉係数
TYPE-i TYPE-2 TYPE-3
2階建棟菅I1.0m
4分割法 l偏心率法 4分割法 l偏心率法 4分割法 偏心拳法
3階 × 0.48 0.48
(1.0) (1.0)
Y 0.34 0,21
(0.8) (0.5)
2階 × 0.74 0.74 0.58 0.58 0.37 0.46
(1.0) (I.0) (一.0) (1.0) (0.8) (1.0)
Y 0.63 0.3ー 0.51 0.25 0.46 0.29
(1.0) (0.5) (1.0) (0.5) (0.8) (0,5)
1階 × 0.69 0.69 0.56 0.56
(I.0) (I.0) (一.0) (1.0) RC造
Y 0.92 0.46 0.54 0.36
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(4) 診断結果の比較
積雪､高床､建物の重量の別で評点を比較した結果は､次のとおりである｡
〔一般2階建住宅における積雪の有無による比較〕
x方向
評点比率(2F)-
(1F)-
積雪量 1.0m 0.67
積雪量 0.0m 0.95
積雪量 1.0m 0.62
積雪量 0.0m 0.81
Y方向
0.29
x方向 Y方向
0.71 , 0.73
0.77 0.73
〔積雪を見込む一般2階建住宅と高床式2階建の木造部分の比較〕
評点比率(2F)-
(高床式は3F)
､(1F)-
x方向
高床式タイプ 0.55
一般2階建 0.67
高床式タイプ 0.51
一般 2階建 0.62
Y方向 X方向
0.24
0.29
0.32
0.40
(高床式は2F)
〔一般2階建積雪量1.0mの場合の建物の重さによる比較〕
評点比率(2F)-
(1F)-
x方向
重い建物 0,58
軽い建物 0.67
重い建物 0.56
軽い建物 0.62
Y方向
0.25
Y方向
0.82 0.83
0.82 0.80
x方向 Y方向
0.87 , 0.86
0.90 0.90
･積雪量が1.0m の場合は､積雪がない場合と比較して耐震性の評点が
2-3割低くなった｡ ′
･高床式住宅の場合は､一般 2階建と比較して耐震性の評点が 2割ほど低く
なった｡
･｢重い建物｣の場合は､｢軽い建物｣と比較して耐震性の評点が 1-1.5
割ほど低くなった｡
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(5) 考察
① 住宅の耐震性は､モデル住宅のように広縁や続き間があり耐力壁が偏って配置
されている場合､著しく低下する｡よって､耐力壁をバランスよく配置すること
が重要である｡
(耐力壁のバランスのイメージ)
耐力壁のバランス=『×』 耐力壁の′くラ二組 〔= 孟倍率吋2伽 力壁
⇒ - xl +⊂=⊃ x4=6 ⊂⇒⊂=コ ×6 - 6
▲ 性宅のnJ心t･･ Of宅の凱
⊂=:⊃壁倍率がllJの耐力壁
耐力壁のtは､ともに同じ
であるが､その配dEのバラ
ンスが悪いと､地書時に住
宅がねじれてしまう｡
② 住宅の耐震性は積雪荷重や建物重量によって大きく変化する｡このため､住宅
にかかる荷重を軽減することは耐震性の向上に有効である｡
なお､新潟県建築基準法施行細則により定められている垂直積雪量によれば､
県内には最高 4.0mの地域があり､これら豪雪地域では､積雪荷重が住宅の耐震
性に与える影響が非常に大きい｡
③ 雪国において特徴的な高床式住宅は､建物が高くなることと､混構造による剛
性の不連続性から､一般的な 2階建てに比べてさらに大きな耐力を必要とする｡
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4 耐粟補強
(1) 補強方法の種類
住宅の耐震補強の方法には､概ね次の種類がある｡それぞれの種類のなかでも､
使用する材料や施工方法により構造耐力の性能や工事費､工期等が異なる｡
また､一般的な材料として構造用合板等を使用した工法のほか､資料編で示1
とおり､全国には工務店などが発案した多様な耐震補強方法があることから､而
震改修を実施する場合には､住まう側と建築関係者がよく相談しながら､耐震ネl
強の方法を検討していく必要がある｡
① 耐力壁の設置による補強
既存の壁面や開口部に筋かいや構造
用合板等で耐力壁を設置し､必要な耐
力を確保する｡
く例 :構造用合板による耐力壁〉
② 柱とはり等の接合部の補強
柱と胴差 ･はり､軒げたと小屋ぼりが互いにはずれないように金物などで緊
する｡
t 三 二
く例 :接合部の補強)
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③ 水平面の補強
床の剛性 ･耐力を確保するため､構造用合板や火打ぼりで補強する0
④ 添柱 .控柱の設置による補強
建物の内部での耐力壁の設置などによる補強ができない場合､建物外部に筋か
いと同等な効果を発揮する添柱 ･控柱などを設置して補強する｡
⑤ 基礎の補強
鉄筋コンクリート造布基礎を新たに
打ち直すことが不可能な場合には､既
存のコンクリート造布基礎に鉄筋コン
クリート道の布基礎を抱き合わせるこ
となどにより補強する｡
⑥ その他
制震工法や免震工法もある｡
匝麺司 匪麺画
く例 :基礎の補強)
(2) モデル住宅の補強方針
① 精密診断法 (保有耐力診断法)により行い､必要耐力については ｢略算による
必要耐力表｣を使用する｡また､耐力壁の配置による低減係数は偏心率法を用い
て補強方法を検討する｡
② 補強後の耐震診断の評点は1.0を上回るものとする｡
(3) モデル住宅の補強方法
(財)日本建築防災協会による ｢木造住宅の耐震診断と補強方法｣の補強例を参
考に､安価で簡便な方法として､次の補強内容を主要なものとする0
･既存壁を構造用合板直張りなどにより補強する｡
･ホールダウン金物､短冊金物､山形プレートなどを設置する.
･既存筋かいの取付け部を金物で補強する｡
･床､屋根の水平面剛性及び強度を補強により適切に確保する｡
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(4) 補強計画
① 平面バランスを考慮した耐力
壁の補強 ･新設
極力偏心の解消を図れる位置
に既存耐力壁の強度の向上と新
設壁による強度の増強を行う｡
(診 上下階の耐力壁のバランス
1階広縁外壁の開口中間部に
耐力壁を新設する｡これは､X
方向の耐力壁の上下階バランス
を考慮するとともに､Y方向の
地震時に発生する曲げや圧縮力
(または引張力)で､2階隅部
の通し柱が大きな損傷を受けな
いように配慮 した結果である｡
凡 例
- 既存耐力七
〇 pl心(捕琴爪)
+ J心く捕講荊)
- il力丑Jf枚細強
◆ M心(細強dt)
● Jl心(細錘&)
Lu .L⊥_山一.｣句 _I.ll'■睦 LYLx
○
1
《剛心､重心の位置〔TYPE-2(a)内部補強優先の場合〕》
③ 地震力の伝達
TYPE-2及びTYPE-3では､2階西側壁面の直下階に壁を新設する｡これは､
和室二間続きの中間に位置するが､2階からのY方向地震力を確実に伝達するため､
最も効果的な方法である｡
④ 内部補強優先とタはβ補強優先
TYPE-2では､2つの耐震補強方法を計画する｡
一つは内部補強優先で､工事中の生活に支障の出る可能性もあるが､外壁面の
補強は必要最小限とすることができる計画である｡
もう一つは､外部補強優先で､工事中の生活に支障はないと思われるが､外壁
面のかなりの部分が工事範囲となるために全面的に足場を必要とし､下屋屋根材
の取り外しなどに大掛かりな工事が予想されるため､外壁のリフォームを兼ねる
などが望まれる計画である｡
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⑤ 高床式住宅の補強位置
高床式住宅のTYPE-3では､∫必要な強度を確保するために､外部補強を優先
した上で不足耐力を内部補強で補うこととする｡これは､耐力壁を高床部分のR
c壁 (またはRC梁)のある位置に設けることが基本であるため､壁の多い外周
面を優先して補強することによる｡
(5) 耐震補強計画図
[TYPE-1]
[TYPE-2a]
[TYPE-2b/]
[TYPE-3]
一般 2階建て､
一般 2階建て､
一般 2階建て､
高床式2階建て､
《耐震補強計画図における耐力壁仕様の凡例≫
稽雪o.0m
積5,1･Om (内部補強を優先)
積雪1.0m (外部補強を優先)
積雪1.0m
∠ = 補強材の組み合三空 孟芸芸等 / = 基準耐力
C 外.左.上 構造用合板(ア)9(直張り) 5.2 柱揺∠ゝロ 精 Ⅰ ※2 ∫
軸 -
内.右.下 石膏ボ ドー(ア)9(雑壁大壁 1.2
6.4
∠ ※ 1′Biの1%BR竿 力 の 合 計 値 tL _
外.軸.内 左.軸.右 上.軸.下
(外部) 左 右(内部) (内部) -(内部)
外 ′-軸b｢E<軸F孟部) 上-＼ ′-軸DQ llX】軸 下J(内議)※図面に向かつての位置 ※図面に向かつての位置
※2壁端柱の柱脚接合部の種類
区分 接合部の仕様 主な接合方法
精 Ⅰ 平12建告1460号に適合する仕様 ホールダウン金物など
精Ⅱ 3kN以上 短冊金物､山形プレー トなど
精Ⅲ 3kN未満(構面の両端が通し柱) 絹声し､釘打ち､かすが
精Ⅳ 3kN未満
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TYPE-1) 一般 2階建て耕雪 o omタイ プ
A
?
?
TYPE-2 (a) 一般2階建て株雪1 0mタイプ - 内部補強 を使先
巨 前 面図 ./101 ド.㊤ ｢.㊦工 .
∠★
TYPE-2 (b) 一般2階建て 秤雪 1 0rnタイプ - 外部補強を優先
:I:】 TYPE-3) 高床式 2階建てfI℡ l. Omタイプ
(6) 補強結果
各タイプの補強計画図に基づいた補強後診断の結果､いずれも必要な評点(1.0)
を満たしている｡
階 ′ 方向 評 点 ※ ()内 :配置による低減係数
TYPE-1 TYPE-2 TYPE-3.
一般2階建て a内部補強優先 b外部補強優先 高床式2階建て一般2階建て 一般2階建て
積SOiOm 積雪1.0 積雪1.0m 積雪1.0m
3階 Ⅹ 1.03
(1..0)
Y 1.03
(1.0)~
2鹿 Ⅹ 1.04 1.04 l: 1,07 1.03
(1.0 ) (1.0 ) . (十 o ) (1.0.)
(1 .0 ) ~(1∴0) (1.0) (-1.0)
I Ⅹー l 1.00 1.00 1~.07 J J
I
1.02 : 1 .01
___._________.__J_.____________.I_
1
(1.0) : (1.0)
RC造
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コス ト比較
(1) 目的
前項で検討した各タイプ別モデル住宅の補強計画内容に基づき､これに係る工事
費をそれぞれ算出し､比較検討を行う｡
(2) 工事費算出の考え方
① 施行条件
補強工事は､住宅 1嘩全体の施工を前提とする｡
② 工事範囲
･補強工事に伴う関連工事では仕上材等を極力再利用するものとし､仕上材の交
換が必要な場合であっても最小限の範囲とする｡
･工事費に設備工事 (取外し､再取付け等)は含まないものとする｡
③ 工事費の算出
工事費は､住宅全体で算定した補強工事費をもとに､各部位毎の費用を算定す
る｡ よって､各部位のみで工事を行う場合は､その部位に示す補強工事費につい
て適宜調整が必要となる｡
(3) 算出結果
各タイプ別の補強計画に基づく工事費を算出した結果は､次のとおりである｡
なお､ここや算出する工事費はあくまで-事例として示すものであり､建物の老/
朽度や仕上材の種類､各地域の状況や社会情勢により変わる｡ /
※ TYPE-2.b､TYPE-3においては外壁工事の占める割合が多く相当量の工
事費となるため､補強工事と外壁工事を分けて表示した｡
※ 工事期間は各TYPEにより異なるが､およそ1-2ケ月程度となる｡
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(4) 補強工事費の比較
補強工事費の比較の結果は､次のとおりである｡
① 積雪の有無
積雪1.0mは積雪0.0mに比べて､工事費が2.5倍以上高くなった｡
② 内部補強優先と外部補強優先との比較
外部補強優先は内部補強優先と比較して外壁工事の範囲が広くなり､工事費で
40%以上高くなった｡
しかし､外部補強優先の場合には外壁にかかる工事費が全体の約60%を占めて
いることから､耐震補強工事のみにかかる工事費は､内部補強優先の場合と比較
して外部補強優先が低くなった｡
③ 高床式住宅
高床式住宅は､一般2階建て住宅 (外部補強優先)と比べて建物の高さの違い
などから補強量が増え､工事費が約10%高くなる｡
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TYPE-1) 一般2階建て耕雪o Omタイプ
/ =事*¥24000
Ay56.000 -∫ー56. ★I-lt+¥川2. 0エ 山 p 【,I- 一 二=二-⊂コ品=｢+
l 【
H H 伝恒
別1
盛 塵 塾, √一._｣呼化 l
★ ★ ★
I.Jh ,..ToDO 工.I.ly82芸子0.0 lJ
1階平面 囲 n川 ..一一 Jd
i I事… 位別比較 ] [寧 二
? ? ?
?
? ? ? ???
?ー
?
? ? ? ?
TYPE-2 (a) 一般2階建て積雪 1 0mタイプ - 内部補強を使先
l ェ - の部位別 比較 ;
Ll, i m :JjJT.黒 叩5678⊆ト19-210
TYPE-2 (b) 一般2階建て柵菅 1 0mタイプ - 外部補強をiE先
/ ェI.ミミ701F.SOD
工事番号B I
★ ★ ★ ★iEF
号 3ー-4214.000＼L■+7¥18. 0 臥 . 』 = ] l凶L当 E】tl[=コ :エ
i i i -
工 事 寺 号 6 ヰLD 鞍 [] 冒
l ★
廟 両W桂C)新設
I.I..X .,."o I'.III8,a,0.0 日
F
E)
ー 1
＼ ェ.矧 ,_,
工事t¥182000
?
? ? ????? ??? ?
r ェ- の部位B.,比較 恒 にかかる工- を分- 表示
外壁工事分I 外壁工事*合一｢¥2315000
TYPE-3 ) 高床式2階建て棟雪 1 0rnタイプ
★ ★
l
★ー ｣ ~ 』 】 】
｣-十川 十皿 巨 喜 ∃ i
★ 巨 工.那 ./ ★
iI.I y87%io
】 】
工事書号1 工事書号2
ェ事*¥182000 工事t¥2530
1順 平 面 図 - - rel
発赤表示 補強銘村を示す
＼ェ… 恥 .
=事t¥188000
巨 事… 性別比較 車 =かかるエ - を 分 - 表 示 [寧 ]
7l態工事分 I 補強工事★ l
[ .｢lT ∩ ｢｢｢一 一 [ ｢ ｢ r ｢ lrl- rl
･._｣
工事書-早
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補強図
工事番号1
現 況 改 修
⊂可 ヨ 堅塁貴 幸;=,(舶 j 胴砕防水叫造
nln .n nnnln■ -
-----一 一■■■■- 一一一一一一■■ 胴 拝 (蘇板 t-9 (ロス (斬 牧 見切隷21×18(漸BL)
l t
工事番号2
現 況 改 修
月* (撫去) 一･.HD金物 角浪力(JL用ラー鉄頓 (軒投)竿芸'n, I合頓 1-9(新設ブ[亘 ] ! 笠禁 豊 … 去)1 匹 □_軍p-付 Fl防水叫遇
[ アルミサツ ン (舶 ) アノミ I
iI_ ⊥ サ.∫ L - 8,l-2FXT合板t=,(棚 ,I (新校'クロス(新設) r
(薪放)手主(#
l一 一 一 一 ~ ｢ ~ l局ル) I
一 石fボー ド1-9(現況q)まま)
- 下地塗 り (現況のまま)
一 束 じゆらくi2(現況の1まま)
一 点律 (新旭) - 見切操
21Xle
一一 舛道用合板 1-9(斬泣)
- ビニルクロス (軒披)
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(新旺)
工事番号4
現 況 改 修
胴操 (地表) - HD食物 網妊
[二可 .F 防水抵 (搬去) l∩ n .n ヲ:…草 軍 去上… L ■ ■ ■ ト.∴ ここI
工事番号5
現 況 改 修
[:可F … 居､姓具 紺` .r [:可! 梢適用合板t三9'竿 ,.諾 ㌘,
l l HKDi 物 上 M 朋 ｡了 胡 枚
-I - -丁-I - 腔 司】 ー l l_ 見切捷
- 昆CT)dL
】 亘画 一 舶 用含頒l=,(約 ,, 217誌 ,【
- ビニルクロス (斬旺) L
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工事番号7
現 況 改 修
■- ｢ HD金物 胴姓 (薪投)ロ亘軍'-付 笠志芸三悪T-9(軒投,Z∃ 当
工事番号 8
堤 況 改 修
[:可 ! 言起⊥ 石書｣- じ塗ーポゆらく丑 (現況烏 ま, [:可 ! 脚 合板 t=9(純1 2.崇 ㌘'一ドt-9 現`況｢ま'l.l- HkDdi物｢ ｢ 附 帯u' レ 一 見切嫌.
現 況 改 修
■-
L和室8帖.
一･石書ボードt-9(現況のまま)
L- 下地塗り (現況のまま)
L一 斉 ･じq'らく射 (現況のまま)
HD金物 -
車 重
一 月嫌 (新投) - 見切は
21×lB
｣ 叫道用台板 t-9(漸投)
- ビニルクロス (新改)
一52-
(漸校)
現 況 1 改 修
- ビニルクロス (井蛙)
- . 棚 姓`去｣ 等 了 這 用 台板1-9'W _ 蕊
｢ --巨 -､
コ亘亘コ _ 他 合板 (汝去) コ至亘コ
Ht連用合板t-9(#t2)
ビニルクロス (薪投)
- 1切JL
21×18
(漸Zk)
工 事 番 号 1 1
現 釈 改 修
匝至互司⊥F三地一じ塗fポoらくSi(り(現況の-ドt=;9現況JH,まま)l朋F'- ± 土 l !憲抽｢ j｢HDi.～■- .-
~ = L t ･ - ･: ㌔ :." 一 言
r工事粥 12 現 況 ･ 改 t
l 一 角才カラー鉄板 (現況の乎事) L
- 月捷 (現況のまま)
トー 防水私 (虜茨のまま)
外蕃 一 石fボードt-9(現況のまま)
一･. アルミサッシ (浸茨のまき)
- 化粧台噴 く撫去)
コ 可 ! !
｡Jn ｡ ∩ ∩ ∩ ∩
- 1一道用合板 t-9(斬牧)
- ビニルクロス (薪汝)
- 見切♯
2tXt8
(■ti)
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工事番号 13
現 況 改 修
-■∵H
金物取付及び釘打ち参考図
-｣郎 開 口 弘 一l丁下
1 剛 主 1 - 補強全物 r
1 一 J L - 補強＼ 一桁､梁
I[ド ｢】開口車
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Vl 耐震改修の推進方策
1 雪国の実情に応じた木造住宅の耐震改修工法の検討のまとめ
雪国の実情に応じた木造住宅の耐震改修工法について､モデルプランの耐震診断
及び補強設計､概算工事費等を積雪条件など複数のタイプで比較検討した結果から､
耐震改修の進め方や留意すべき事柄を次のとおり整理した｡
(1) 住宅の重さの軽減
モデル住宅の各タイプで行った′耐震診断の結果から.､上部構造評点を比較して
みると､積雪 0.0mのものに比べ積雪量 1.0mが2-3割ほど低く､雪国において
は､特に屋根雪が住宅の耐震性に大きな影響を与えていると言える｡
このことから､特に雪深い地域においては､耐震補強と合わせて住宅屋根の融
雪化を行うことで､地震に対して､より安全な住まいづくりが可能となる｡
(2) バランスのとれた耐震補強
耐震補強は､住宅の立地条件､形態及び劣化状況などによって､その方法も異/
なる｡
効果的に住宅の耐震性を向上させるためには､耐震補強を行う住宅の状態に合
わせて､筋かいなどの耐力壁をバランスよく配置するとともに､床や屋根などの
水平構面の十分な強さと剛性を確保することが重要である｡
なお､耐震補強の方法によっては､既存の開口部を塞ぐなど住環境に影響が出
る場合もあるので､耐震補強に携わる建築関係者は､住まう側に補強の必要性や
工事内容をよく説明しながら､耐震補強を進めていくことが重要である｡
(3) リフォーム工事との併用
耐震補強のコスト比較では､積雪量 0.0mに比べ､積雪量 1.0mで内部補強優先
が約 2.6倍､積雪量 1.0mで外部補強優先が約 3.7倍､積雪量 1.0mで高床式 2階
建てが約 4倍と高く､資料編で示す県民が住宅の耐震補強に支出可能と考える工
事費を上回る結果となった｡
しかしながら､外部優先の耐震補強で外壁リフォームと併用した場合を想定し
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てみると､施工内容の重複などから､耐震補強のみに要する費用が､単独の場合
に比べ約38%と低くなることから､外壁リフォーム工事などの機会に耐震補強を
行うことが､より経済的と言える｡
2 今後の推進方策について
今後､さらに住宅の耐震化を促進させるための推進方策案について､次のとお
り整理した｡
( 1 ) 耐震診断 ･補強に関する体制の整備
住宅の所有者自らが行う ｢誰でもできるわが家の耐震診断｣の結果や耐震
補強工事の疑問について､相談に応じる体制の整備と､耐震補強工事に関す
る施工業者のデータベース化が望まれる｡
(2) 耐震診断 ･改修相談窓口の設置
･ 県民からの耐震診断等に関する相談を受け､また､県民が必要とする情報
を即座に提供することができる一元的な相談窓口の設置が望まれる｡
このことは､耐震診断 ･補強に関する体制の整備と合わせ､全国でも問題
となっている悪質リフォームなど､住宅の改修工事に関する不安を払拭する
効果も期待できる｡
(3) 面的防災性向上
住宅単体の耐震化はもとより､面的な防災性を総合的に向上させるため､
住民自･らが主体となって行う街区や町内会単位での地震に対する防災活動に
ついて､先導的な行政の支援が望まれる｡
(4) 耐震診断 ･補強に関する公的支援方策の検討
豪雪地域での住宅の耐震補強は､積雪量が少ない地域に比べ大きな格差が
あることから､今後､耐震化を促進させるためには､その格差を解消するた
めの公的な支援などについて検討することが望まれる｡
5ー7-
あ'と が き
今回の雪国の実情に応じた木造住宅の耐震改修工法の検討は､豪雪地域で昭和50年
前半に建てられた住様式を参考にモデルプランを設定し､異なる屋根の積雪量や高床の
有無の別で検討した｡
その検討では､施工性や材料の入手し易さなどから､構造用合板やホールダウン
金物による補強を中心とし､今後の豪雪地における木造住宅の耐震化の推進を図る
ために診断から補強までをわかりやすく整理した｡
また､耐震補強に要する概算の工事費についても､容易に算定できるように部位笹薄Y＼
毎に示すことで､今後の耐震化の推進に寄与するものとした｡
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料
?
? ?
? ? ?
〔資料 l〕公募による耐農改修工法
雪国の実情に応じた木造住宅の簡便で安価な耐震改修工法を県内外から広く募集し､資料として掲
載します｡掲載に当たっては下表のように分類し､公的機関の認定 ･評価等を得たものとしましたO
なお､掲載の民間工法については､推奨したり補強効果を保証するものではありません｡民間工法
を採用する場合には､建築士等の専門家にご相談してください｡
表
分耐力壁の設t 戟無開口壁 タイプ別面 材 コードI-a-1
筋かい木造 1-a-2iI材 Ⅰ-a-3
特 殊 4
隅ロイ寸堂 閉口上下壁 1-b-1開口帝周辺 エーb-2
拝 とは り等の接合缶の一括砥 □
水平面の補 強 刀
古 Z - p Jm . Ⅳ
基潜の補強 V
浮き上 り防止 Ⅵ
その他 削 震 Ⅶ_1
番号l 工法名称 l 埋案者 l 特徴
l 耐力壁 a無開口壁 1.面材タイプ L-a-1
｢■ r-.Lニ 苦手 i 某1 r■､- L豊耐力の復元で有事性を保薄するもの匡 匪 顎 ■ 目脂 .軒 芸｢: ., :重 壷萱≡〕` 暮 一亘三重ここ=コ｣'腰 幣 NaiJ:japinaやsage.∝n.ne.JP
蒋粥=空錠等 :出版中 …幣野.NkB t tZ
飯井8.55工■■o′m'(仮投 .途叢は含まない)
2 ダイライト軒某かベ (かペ大将) ･｢内生｣をパネル張りで1強(床をこわきず補強できる為､冬季にも施工が可能)
路 ≡ 大塵 .JC登 .大輔都などの部位に対応
住所TELドuaiJUR特 緑等 : 予定
阜★工■★ 大壁仕掛 ま国交大臣敬愛取得(認定番号FRN-082)
(軸組塵倍率2.3倍)
3 壁補強キット｢かベつよし｣ エイム㈱ ｢かベつ上し｣
:tbー■.-,-
住所:川口市弥平2-20-3LLAYingと■ー
L"JIrIi:土ll寸,PL:. 3分朝方式を採用.
.＼t一.～-'ゝ｣血 特許登主義等 : 予定
横井工事女
(1)
番号 工法名称 提案者 ##
4 青野石*㈱ 新宿支店
輔 . 住所:新潟市東大通1-3-1帝石t,◆A, 壁倍率 2.9
l
上下すき間仕様(壁倍率2_0) Llai1URL:yyy_yoshiL10-g叩 SUJn.COn/
特粁登録等 : 有り ′ ■一 l iJE, I, ●井■■■板書工事*
l封力坐 a無罪口立 3.特殊タイプ l-a-3
5 ｢ポルイン.ワン｣工法′■I∵ ､ (育)インサイド.システム千 :540-0004 ･金馬崇筋交埜補強住所 大阪市中央区玉造2-16-25NailyaJnaguChi骨insidesysteJhCO.】P特許空錠等 : 有り
概井工事★
300.00
6 ･金属穀筋交
･≡こ=1A 篠抜け防止効果となる.
aーil:okanotl○exc_tosteJ).CO,jp特許空錠等 : 予定
鞍暮工事才
7 ㈱国元商会〒 :538-0041 ･コポット本体のセンターに､プレ-スが回転自在
TーW. . V
也 ;'ft1:i_ 与= URL:Yyy_kuniJ7K)tO-S.CO.jp特粁登録等 : 有り
横井工事菜
(2)
番号 工法名称 提案者 #&
8 銅製筋かいはめ込みパネル 野島木材有限会社
I そこへはめ込みます.
URL:m 6.ocn,rte_jp/-ms-40/ (林道材への緊椿が必要です)
1 特許登緑等 : 有り
親書工事費43.000/1体
l耐力壁 b開口付壁 一.開口上下B&補強タイプ l-b-1
9 耐震補強三角火打金物 ㈱ナオキヤ -開口部のある耐力壁 触
耐力壁I法.琶 二 ∴ ㍉ ∴ 岳ヲ し .l{J∃ 特許堂緑等 : 有り
概井工事費 (投計単価)ユ6.SOD/2本セット (金物のみ)
l 耐力壁 b開口付壁 2.開口部圃辺の補強タイプ l-b-2
川 ｢1-軒aE開口フレーム｣JBRA-1システム｣ I-『 こ .'L-T JpトL ㈱タツミ 見附I墳 (私 室販苛)住所:新潟県見附市今町8-3-1 ILi節 声 町 コ :】1.L t
J建築システム㈱ (開発7t) 十ヽ十
｢J-耐票開口フレーム｣
..盛 .7...-闘 二重夢.翠 ,69-,I:I
住所こ札幌市両区南沢2粂3-13-30
を校定することで建物を補強するものです.
MaH:JLas柑j-kenchiku_co.】p ｢JBRA-1システム｣
･木材に価をつけない､穴を掛 ナずに接合齢の補強が出来る.
特許登重責等 : 有り ○高引頚強度粗雑(アラい◆庸雄)を使用 して､地某時の柱の引抜を防止する方法○(施工管理士認定制度)く図書省略に係る配走(柵遭計算など))
概井工事費100.000′体
(3)
柱 とはり等の接合部の補強 H
12 SRF工法 ㈱種村連投 ･小屋組みの接合部補強することで仕上げ材 都度にならない
･梁､催,筋交いにホ'リエ析h製へ●小を
桂の引抜き力を基礎に直雛 えますC
特許登録等 : 有り 発揮します○
横井工事費88.00/セット (材料井のみ)(SRF250:40m､SRF30:2kg) (財)日本住宅 .木材拭験センター耐力武廉
13 イーメタル㈱ ･特殊鋼板と粘弾性体の特色を組合
3枚を縦方向に連結させ､鹿､梁､土台と凄合壁倍率 4.2
l i-I∴⊥
特肝登録等 : 有り
概算工事費75.000円/ヶ所
Ⅵ浮き上り防止 補強材 Ⅵ
lARS工法
㌧ 州 y＼＼∴ ~. レ / を行うことが出来る○
､＼ ､. URl.:W .fukuvi,co.jp
`＼L些 =ZJJ+* 特粁登録等 : 有り
概井工事井
Ⅵ その他 2.制Jt工法 Vl-2
14 住所:江東区新木場ト3-16
J r Man:gesin@edogava皿Okuzai.co_)p
●J- URL:yvy.edogavaJnOkuzai.co.jp特許登緑等 : 有り
概算工事費
(4)
主催:新 潟 県〟
新潟県では､平成16年10月23日に発生した新潟県中越大震災の教訓を踏まえ､安全で安心な住まい･ま
ちづくりを推進するため､雪国の実情に応じた耐震改修工法の検討を(社)新潟県建築設計事務所協会に委託
して行っています｡
その一環として､全国の皆さまから簡便で安価な木造住宅の耐震改修の工法を募集します｡
〔募 集 要 項 〕
木造住宅の耐震性能を向上させる工法を､部位別に募集します｡
/-_:～
- ･ -･･≡L_ 8: 一 - = . t-こう･-Y .- _F.～
ユニット化された耐震化工法､製品等
安価で効果的なもの ･在来軸組工法(貫構造)の利点を生
施工性が良く簡便なもの したも
ザインや居住性が工夫されたもの - ･その他､アイデアが活かされたも
既に発表された工法や製品でも応募できます
_■～_■1
どなたでも応募できます｡複数の応募が可能です｡
幸市登録が必要です｡_
･平成17年12月14日(水)17時までに郵送､FAX､Eメー ル､持参のいずれかの方法で､
事前登録先に提出してください｡
･事前登録用紙は3ページのほか､新潟県または(社)新潟県建築設計事務所協会のホー
ムページからダウンロードできます｡
応募締切 平成18年1月13日(金)※当日消印等有効
･応募用紙に必要事項を記入の上､次の資料を添えて平成18年1月13日(金)までに応募
先に郵送してください｡なお､持ち込みによる提出も受け付けます｡
･応募用紙は4ページのほか､新潟県または(社)新潟県建築設計事務所協会のホームペ
ージからダウンロードできます｡
･構造の概要図､詳細図､施工フロー ､写真など
･建築基準法等に基づく試験･評価の結果､または公的試験機関等による試験の結果など
･工法や製品を使用した改修事例がある場合は､その前.後の図面､写真などを提出して
ください｡
※ 原則､図面はA3サイズ､その他の資料はA4サイズとしてください｡
(5) 新潟県土木部都市局建築住宅課
･審査は学識経験者や専門家で構成すろ審査会で､提出された資料をもとに､耐震性､施工
性､章用､工夫した点などを雪国の特性に沿って総合的に審査します｡
･審査会で選考された工法は､新潟県や(社)新潟県建築設計事務所協会のホームページ
で発表します｡
･選考された工法は､(社)新潟県建築設計事務所協会が行う雪国の実情に応じた耐震改修
工法の検討の結果とあわせて､報告書やパンフレットに掲載し､県民､関係機関､施工者
等に広く情報提供します｡
･応募書類等は､原則として返却しません｡
･別途､資料の提供等をお願いする場合がありますので､御協力をお願いします｡
･応募内容に関する知的財産権は応募者にありますので､必要な場合は応募者自身が権
利保護等の手続きを行ってください｡
･他者の知的財産権を侵害するものは応募できません｡
･虚偽の応募等による係争については､主催者は一切の責任を負いません｡
〒950-8570 新潟県新潟市新光町4-1
新潟県土木部都市局建築住宅課建築指導係
TEL 025-280-5441
FAX 025-285-6840
E-mail T1600305@mail.pref,nigata.JP
雷 新潟県土木部都市局建築住宅課ホームページ
http://www.pref.nigata.jp/doboku/engawa/sosiki/seibVjuutaku/
■ (社)新潟県建築設計事務所協会ホームページ
http://www6.ocn.ne.jp/～kjk15/
(6) 新潟県土木部都市局建築住宅課
雪国の実情に応じた木造住宅耐震改修工法
【事前登緑用紙 】
登録締切 平成17年12月14日
応募締切 平成18年 1月13日
名 称 等 工法の名称､事例(○○邸耐震リフォー ム等)の名称等
ふ り が な つ
提案者氏名■(団体名.代表者名)
住 所海商在 地
T
汁電 話 番 号 FAX番 号_
E -m ail
(7) 新潟県土木部都市局建築住宅課
雪国の実情に応じた木造住宅耐震改修工法
【応 募 用 紙 】
名 称 等 工法の名称､事例(○○邸耐震リフォー ム等)の名称等
ふ り が な
提案者氏名(団体名.代表者名)
住 所所 ◆在 地
T
電 話 番 号 FAX番 号 _
E-m.ail
耐震改修工法の概要について記入して下さい｡
芸.㌔_L,隊'-iミラ三E㌔yTj望J
FC.
耐震性能 の向上効果等 耐震改修後における耐震性能について具体的なデータを示し､効果を記入して下さい○. /
評 価 方 法 耐震性能の評価方法､試験方法､公的試験機関等が評価した場合は機関名を記入して下さい
施 工 日 数 耐震改修に要する日数を記入して下さいO.
.可能 .困難( ).不可
工 事 費 当該改修を実施する際に要する工事費とその内訳を記入して下さいo_(材料費.工賃.諸経費.消費税等)※他の-リラオー ムと併せて実施しなければならない場合は､他のリフォー ムに要する費用を別途記入して下さいo_
以下は､該当する欄に記入してください｡
雪国の実情に応 じた工 法 雪国の住宅の実情から工夫したことについて記入して下さい○
デザ イン等 改修後のデザイン.仕上げ等で工夫したことについて記入して下さいo
特許登録等 登録の有.無.予定を記入して下さいo(有の場合は登録年と番号も記入)-
･有( ∴年 号).無 .予 定
施 工 実 績 実績の有無を記入して下さい○(有の場合は件数も記入)
(8) 新潟県土木部都市局建築住宅課
〔資料〕住宅の耐震化の状況
1 国の目標
住宅 ･建築物の地震防災推進会議の ｢住宅 ･建築物の地震防災対策の推進のために
(平成 17年6月)｣の提言では､今後 10年間で東海地震や東南海 ･南海地震等の想定
死者数を半減させることを念頭に､住宅の耐震化の目標として､10年後 (平成27年)
に90%とすることを定めている｡
なお､10年後 (平成 27年)に住宅の耐震化率を90%とするためには､毎年の耐
震改修等の戸数を､次のとおり見込んでいる｡
改 修:10-15万戸/年程度(現状の2-3倍)
建替え:45-50万戸/年程度(現状から5-10万戸/年増)
資料 住`宅 ･建築物の地震防災推進会喜鼓
(9)
2 新潟県の住宅の耐震化率の現状
平成15年における全国の住宅の耐
震化率75%と住宅総戸数から､新潟
県の住宅の耐震化率は､平成15年度
で71%だったと推測される｡
(千戸)
新潟県 全国
住宅総戸数 78947,000
薪耐架基準 (S56)以前に建築された戸 34717,570数の推計
新耐粟基準を下回ると推測される戸数の 227ll,500相計
(10)
監修 国土交通省住宅局
編集 財団法人日本建築防災協会
このパンフレットを配布される方々へのお願いとご注意
①この診断法は､木造住宅の耐震診断.耐諜改修を推進するため,専門家が扱う耐震診断法だけでなく､国民が簡単に扱える
診断法として開発されたもので､旧｢わが家の耐震診断｣よりもさらに簡略化し､一般の住宅の所有者､居住者向けに作成さ
れたものですO住宅の所有者等が､自ら診断することにより､耐震に関する意識の向上.耐震知識の習得ができるように配慮
されており､より専門的な診断へ掛 デられるように作成されています○この診断により居住者等が住宅をどのように評価してい
るのか知ることができるので､専門的な診断者は,住宅の所有者等が不安に思っている点.理解を深めたい点を把握し､解説
してあげて下さいo
②このパンフレットは国土交通省住宅局の監修を得ています.評点を独自に増減するなど配布される方の任意な改変は堅く禁

問診1-10にある該当項目の評点を､評点の□棚に記入して下さい｡
(例えば､問診1の場合ご自宅を新築したのが1985年でしたら､評点1となり､評点の口欄に1と書込みま
建 物 の 平 面 は ど の よ う な 形 で す か ? (1階の平面形状に舶 します)
どちらかというと長方形に近い平面
どちらかというとLの字･Tの字など複雑な平面
よく分からない ≡ 三三長方形に近い平面
ニー÷二
複雑な平面
亜形な建物は欠点が少なく､他事 に対して建物が強い形であることはよく知られています｡反対に不
整形な建物は地文に比t2的弱い形です.そこでまず､ご自宅の1障平面形が大まかに見て.長方形も
しくは長方形と見なせるか､L字型･コの字型等棟連な平面になっているかのか選びとって下さい｡現
実の建物は凸凹が多く判断に迷うところですが ア)的91cm(3尺)以下の凸凹は無捜しましょう丘
イ)出窓･突出したJiルコ二一･+i付物干し/(ルコニー などは無視します｡
1階 と 2階 の 董 面 が 一 致 し ま す か ? (≡:(器 撃 讐 畑
2陪外壁の直下に順の内壁または外壁があるまたは､平屋窪である
2階外壁の直下に1脂の内壁または外壁がない
2拓の壁面と佃の壁面が一致していれば.油の地一加スムー ズに順聖に,yhます｡2#壁面の垂下に侶壁面がQIlれげ､
床を介して2転の地*力dl常壁に削ることとなり､床面に大きな負荷が州ります｡大地書時には床から恥る軌細り打｡
枠細聖工法の木造(ツーバイフォー工法細長の耐力d大きいため､2柘壁面の直下に順壁面稚くても､評点1とします｡
南面に聖がない例
瓦など比手交的重い屋根葺材であるが､
1階に壁が多い○
または､スレー ト鉄板葺.銅板茸など比較的
軽い屋根茸材である
和瓦.洋瓦など比較的重い屋根葺材で､
1膳に壁が少ない
鉄筋コンクリー トによる布基礎りヾタ基礎.杭基等のような聖固な基礎は､その他の基礎と比べ 鉄原コンクリー ト 鉄筋コンクリー ト
て同じ地軌こ埋っていても､また同じ地JFにiI遇しても丈夫です.改めてご自宅の基礎の種別 布基礎の代表例 ベタ基礎の代表例
を見直して下さい｡
血姦二｣--J珠 伽 と壷 ≒虚地 震 EjJ
合I†Li何点に
なりましたか?
ひとまず安心ですが､念のため専門家に診てもらいましょう
専門家に拾てもらいましょう
汰ご注意)
この診断では地軌こついては考JIしていませんので､ご自宅が立地している地盤の形■については書門真におたずねください｡
補強については次のような方法があります｡専門家にご相談下さい｡
玉石轟機などの場合は､鉄筋コンクリ-ト
濃の布暮確に曹え.これに土台をアンカ-
ボルトで縛めつけますO
a 玉石に束立てしただけの柱は､浮き上ったり踏みは
ずしたりして､建物が壊れることがありますo
b 鉄筋コンクリ-卜道の布基礎を作りアンカーボルト
をつけて下さい｡ ㊥ ①
慕かいを入れ1tり､楕iL用合楯を撃って強
い量を増やしますo
a 柱､はりだけでは地震の力に抵抗できません｡
b 筋かいを入れるか､または､構造用合板 (厚さ9mm
以上)を桂､土台､はり･胴差､間柱･胴縁に十分にく
ぎ打ちして下さいC
こうした補強をするときは以下の点も併せて行います｡
*ったり.シE)7lJに&われた書付l34ZY
えます｡
イ 矧こ.台所･浴室の近くや北側の土台まわりのように
iBmがちのところは早く腐ります｡
□ 土台を取替え､柱は棚 ぎして金物で補強して下さい.
この場合.防腐(防也)搾ZLを忘れてはなりません｡
土色･牲･JBかいなどの沖合はさ*書を仕
って■■にし*す｡
イ ほぞ差しや胴付け､またはくぎ止めだlJの接合部は､
抜けたり.はずれたりします｡
□ 桂と土台は金物等で結びつけて下さい｡筋かいと柱(ま
たは土台.はり)は､十分にくぎまたは専用の金物で
止めつけて下さい.
捷･はり増 さl棚 ってtP=します｡
イ ほぞ差しだけの桂.はりの仕口は､ほぞが折れたり､
抜けたりして骨組がばらばらになりがちです｡
ロ はりの下端を羽子板ボルトで引き止め､抜け落ちな
いようにして下さい｡ @@
聖 賢 芸 ‥聖-:･a 開口部(ガラス戸など)が多いと地震に弱くなります｡b 開口部を減らし､筋かいや構造用合板で補強された壁を増やして下さい｡隅部を壁にすると一層効果的
となります｡ ㊥ ◎
書門衣による耐BE診断をお考えの方､拾断や工事について業者の営業を受
け.疑問や不安を感じられている方.その他ご相矧まお住まいの市町村また
は､都道府県の建築行政担当部局にお問い合わせください｡
(財)日本建築防災協会のホームベ-ジには､相駁窓口一斉や助成制度な
ど耐Btや防災についていろいろなfr報があります｡
http://www.kencMku-bosai.or.jp
雪国の実情 に応 じた木造住 宅の耐震改修工法の検 討体制 と構成
新潟県の雪国の実情に応 じた木造住宅の耐震改修工法の策定に当たり､学識経験者､
実務者､行政からなる委員会､ワーキングアドバイザー委貝を組威 して検討にあたった｡
雪国の実情に応 じた木造住宅の耐震改修工法検討委員会名簿
委員会
委 員 長 西村伸也
副委員長 地濃茂雄
委 貞 小島松俊
委 員 藤田松夫
ワーキング グループ
委 貞 長 本間英明
副委員長 島田誠示
委 員 溝口昌紀
委 員 遠山紀芳
委 貞 江部健二
委 員 内藤幹雄
委 貞 坂上正裕
委 員 高橋義道
新潟大学教授
新潟工科大学教授 副学長
新潟県土木部都市局建築住宅課長
(社)新潟県建築設計事務所協会長
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
(社)新潟県建築設計事務所協会
ワーキング アドバイザー
委 員 五十田博 信州大学助教授
委 員 時田一雄 新潟職業能力開発短期大学校助教授
委 員 田淵 順 GL設計主宰
委 員 込田幸書 込田工務店(秩)
委 員 三宮 隆 三宮工務店(有)
●新潟県土木部都市局建築住宅課
新潟市新光町4番地 1
TEL O251280-5441
FAX 025-285-6840
E-mail t1600305軌nail.pref.nllgata.jp
(社)新潟県建築設計事務所協会
新潟市自山浦1丁目614番地 白山ビル6階
TEL 025-265-4748
FAX 025-231-6553
E-mailkJk15@111y.ocn.ne,jp
